
訪問看護サービス利⽤契約書 
                               

                                   事業者：  医療法人社団白寿会  宮前平訪問看護ステーション 

          様（以下「利⽤者」という。）医療法⼈社団⽩寿会宮前平訪問看護ステ
ーション（以下「事業者」という。）は事業者がご利⽤者に対して⾏う訪問看護について次の
通り契約します。 
（契約の⽬的及び内容） 
第1条  
1 事業者は、介護保険法等の関係法令、健康保険法、国⺠健康保険法、後期⾼齢医療保険制度
等及びこの契約書に従い、利⽤者に対し、可能な限り居宅においてその有する能⼒に応じて、⾃
⽴した⽇常⽣活を営むために療養⽣活を⽀援し、⼼⾝の機能回復を図るために、訪問看護サービ
スを提供し、利⽤者は事業所に対しそのサービスの料⾦を⽀払います。 
2 訪問看護の内容の詳細は、別紙「重要事項説明書」に記載の通りとします。 
（契約の有効期間）                                                            
第2条  
１ この契約の有効期間は、令和    年    ⽉    ⽇から介護認定の有効期間満了⽇、
若しくは第11条に基づく契約の終了までとします。 
2 事業者は、有効期間満了の14⽇前までに利⽤者に対して、有効期間満了までに契約更新を⾏
うか否かの意思表⽰を⾏うよう求めるものとします。 
3 利⽤者が有効期間満了までに更新を⾏わない旨の意思表⽰をしない場合には、この契約は同
じ条件で更新されるものとします。 
（訪問看護計画の作成、変更） 
第3条   
1 事業者は、医師の診断に基づいて、利⽤者の病状、⼼⾝の状況、⽇常⽣活全般の状況及び希
望を踏まえ、訪問看護計画を作成します。 
2 訪問看護計画は、居宅サービス計画書が作成されている場合、その居宅サービス計画の内容
に沿って作成いたします。  
3 事業者は、訪問看護計画の内容を、利⽤者及びその家族に対し説明を⾏い、利⽤者及びその
家族の同意を得るものとします。 
4 次のいずれかに該当する場合、事業者は第1条に規定する訪問看護の⽬的にしたがって、訪問
看護計画を変更します。 
① 利⽤者の⼼⾝の状況、環境などの変化により、当該訪問看護計画を変更する場合 
② 利⽤者及びその家族などが訪問看護計画の変更を希望する場合 
5 事業者は、前項の訪問看護の計画を⾏う場合、利⽤者及びその家族に対して書⾯を交付して
説明を⾏い利⽤者及びその家族の同意を得るものとします。 
（主治医との関係） 
第4条  
１ 事業者は、主治医からの指⽰書を⽂書で受け、訪問看護サービスを提供します。 



２ 事業者は、「訪問看護計画書」及び「訪問看護報告書」を主治医に提出し、連携を図りま
す。 
（訪問看護サービスの内容） 
第5条 
1 利⽤者が提供を受けることのできる訪問看護サービスの内容は重要事項の記載の通りです。 
2 事業者は重要事項説明書に定めた内容について、利⽤者及びその家族に説明を⾏います。 
3 事業者は利⽤者の居宅に従業者を派遣し、第３条によって作成された訪問看護計画書に基づ
き、利⽤者に対して重要事項説明書に定めた訪問看護サービスを提供します。 
（サービス提供の記録） 
第6条 
1 事業者は訪問看護サービスの実施ごとに内容を記録します。 
2 利⽤者及びその家族は、当該利⽤者にかかるサービス記録を当該事業所の営業時間内に閲覧
できます。 
3 利⽤者及びその家族は、当該利⽤者にかかるサービス記録複写物の交付を受けることができ
ます。ただし複写物にかかる費⽤については重要事項説明書に定める料⾦を利⽤者またはその
家族が⽀払います。 
4 事業者は、利⽤者の訪問看護サービスの記録について、この契約終了後５年間保管します。 
5 介護サービス事業者における諸記録の保存、交付等について、適切な個⼈情報の取り扱いを
求めた上で、電磁的な対応を⾏います 
（利⽤料⾦） 
第7条 
1 利⽤者は、訪問看護サービスの対価として、ご利⽤料⾦表に定める利⽤単位、利⽤点数ご
との料⾦に基づき算定された⽉毎の合計⾦額を事業所に⽀払います。 
2 事業所は当⽉利⽤の明細書を領収書に付して利⽤者に発⾏します。 
3 利⽤者は当⽉利⽤料⾦の合計⾦額を事業者の指定する⽅法で⽀払います。 
4 利⽤者の居宅においてサービスを提供するために使⽤する、⽔道、ガス、電気、電話等の
使⽤は利⽤者の負担とします。 
（料⾦の変更） 
第8条 
1 事業者は、利⽤者に対し事前に通知することにより利⽤単位、利⽤点数毎の料⾦の変更を
（増減または減額）を申し⼊れることができます。 
2 利⽤者が料⾦の変更を承諾する場合は、新たな料⾦に基づくご利⽤料⾦表を作成し、相互
に取りかわします。 
3 利⽤者は、料⾦の変更を承知しない場合は、事業者に対し通知することにより契約を解除す
ることができます。 
（利⽤者の解約等） 
第9条  
1 利⽤者は、事業者に対し１か⽉の予告期間をおいて２週間前までに通知することでいつでも、
この契約を解約することができます。 
2 利⽤者は、事業者が定められたサービスを提供しなかった場合その他この契約に違反した

場合には、直ちにこの契約を解約することができます。 



（事業者の解約）                                                       
第10条  
1 事業者は、やむを得ない事情がある場合、利⽤者に対して、契約終了⽇の1ヶ⽉前までに通知するこ
とにより、この契約を解約することができます。 
2 事業者は、利⽤者の著しい不信⾏為（事業者の職員に対して⾏う暴⾔・暴⼒・嫌がらせ・誹
謗中傷などの迷惑⾏為等のハラスメント、職員の写真や動画撮影、録⾳等を無断でＳＮＳ等に掲
載した場合など）により健全な信頼関係を築くことができないと判断した場合は、この契約を解
約することができます。 
（契約の終了）   
第11条  
1 次の事由に該当した場合は、この契約は終了します。 
（1）利⽤者が介護保険施設に⼊所した場合 
（2）利⽤者の要介護認定区分が、⾃⽴と認定された場合（介護保険） 
（3）利⽤者が医療機関に⼊院し⻑期の療養が⾒込まれる場合 
（4）利⽤者が死亡した場合 
（5）利⽤者がサービス提供地域外に転居された場合 
（6）サービスの利⽤が３か⽉以上なかった場合 
（訪問看護師等の変更） 
第12条 
1 利⽤者への訪問看護サービスは専任の看護師等ではなく、事業所の看護師等が交代で担当し
訪問します。 
2 利⽤者は訪問する訪問看護師等の交代を希望する場合は、交代を希望する理由を明らかにし
事業者に対し、看護師等の変更を申し出ることができます。 
（緊急時等における対応⽅法）       
第13条 
事業者は、訪問看護サービスを提供しているときに利⽤者のけがや体調の急変があった場合には、
医師や家族への連絡、その他適切な措置を迅速に⾏います。 
（賠償責任） 
第14条 
事業者は、訪問看護サービスを提供しているときに利⽤者の⽣命・⾝体・財産に損害を与えた場
合には、その損害を賠償します。ただし、事業者の故意⼜は過失によらないときは、この限りで
はありません。 
（秘密保持）                                                            
第15条  
1 事業者は、業務上知り得た利⽤者及びその家族に関する秘密については、利⽤者⼜は第三者
の⽣命、⾝体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、契約中及び契約終了後、第
三者に漏らすことはありません。 
2 事業者は、あらかじめ⽂書により利⽤者の同意を得た場合には、利⽤者にサービスを提供す
るサービス事業者との連絡調整その他必要な範囲内で、同意した者の個⼈情報を⽤いることがで
きるものとします。 
（相談・苦情への対応⽅法） 



第16条 
1 事業者は、利⽤者からの相談、苦情等に対応する窓⼝を設置し、ービス等に関する利⽤者の要望、
苦情等に迅速かつ適切に対応します。 
 
（虐待防⽌） 
第17条  
1 事業所は利⽤者の⼈権擁護、虐待などの防⽌のための次の措置を講じます。 
（1）事業所における虐待防⽌のための指針を整備します。 
（2）職員に対し、虐待防⽌のための研修を定期的に実施します。 
（3）虐待防⽌の措置を講じる為の担当者を配置します。 
（⾝分証携⾏義務） 
第18条  
1 従業員は常に⾝分証を携⾏し、初回訪問時および利⽤者やその家族から提⽰を求められた時
は、いつでも⾝分証を提⽰します。 
（法令順守） 
第19条 
１ 事業者は、利⽤者より委託された業務を⾏うにあたっては、法令を遵守し善良なる管理者の
注意を持ってその業務を遂⾏します。 
（信義誠実の原則） 
第20条  
1 利⽤者と事業者は、信義誠実を持って本契約を履⾏するものとします。 
2 本契約の定めがない事項については、介護保険法、国⺠健康保険法、後期⾼齢医療保険制度等

の定めるところに基づき、双⽅が誠意を持って協議の上定めます。 
（契約外の事項）                                                 
第21条  
1 この契約及び介護保険法等の関係法令で定められていない事項については、関係法令の趣旨
を尊重して、利⽤者と事業者の協議により定めます。 
2 この契約書は、介護保険法、健康保険法、国⺠健康保険法、後期⾼齢者医療保険制度等の関係
法令に基づくサービスを対象としたものであるため、利⽤者がそれ以外のサービスを希望する場
合には、別途契約を⾏います。 
（合意管轄裁判所） 
第22条   
利⽤者と事業者は、この契約の履⾏において、解決が困難な事由が発⽣した場合に、やむを得ず裁判
よって解決を図る場合は、事業者の住所地を所轄する裁判所を第⼀審管轄裁判所とすることを予め合
意します。 
 
 
 

 

 



 
 
 
 
（追加サービスの同意）   
第23条 
利⽤者は以下の対象となるサービスについて同意します。 
介護保険 

対象 項⽬       同意内容 

 緊急時訪問看護加算 私は貴事業所の24時間対応体制により緊急時の場合などの電話
による相談⼜は訪問看護を利⽤するため、24時間対応加算を算定
することに同意します。 

 特別管理加算 私は病気の状態から（             ） 

の管理、相談が必要なため、特別管理加算Ⅰ Ⅱを算定すること
に同意します。 

 ⼝腔機能連携加算 私は⻭科医療機関及び介護⽀援専⾨員に対し⼝腔機能評価の結
果を情報提供することに同意します。 

医療保険 

対象 項⽬       同意内容 

 24時間対応体制加算 私は貴事業所の24時間対応体制により緊急時の場合などの電話
による相談⼜は訪問看護を利⽤するため、24時間対応加算を算定
することに同意します。 

 特別管理加算 私は病気の状態から（             ） 
の管理、相談が必要なため、特別管理加算Ⅰ Ⅱを算定すること
に同意します。 

 情報提供療養費 私は情報提供療養費について説明を受け居住区の市町村などに
対し⽂書での情報提供に同意します。 

⾃費利⽤ 

対象 項⽬      同意内容 

 ⾃費利⽤ 私は 貴事業者が提供する⾃費サービスについて介護保険また
は医療保険以外のサービス利⽤いたします。 

 

□追加サービスの説明を受け加算項⽬の算定に同意致します。 



             

 
 

個⼈情報使⽤同意書（訪問看護⽤） 

  私（ご利⽤者及びその家族）の個⼈情報については、次に記載するところにより必要最⼩限の
範囲内で使⽤することに同意します。                             

                                      記                                         

1  使⽤する⽬的                                                          

    利⽤者のための居宅サービス計画に沿って円滑にサービスを提供するために実施される担
当者会議、介護⽀援専⾨員と事業者との連絡調整等において必要な場合 

   ⼊院が必要になった場合、医療機関へ在宅での経過の提供 

事故発⽣時における関係機関への情報提供や報告が必要な場合 

2  使⽤する事業者の範囲                                                             
        居宅サービス計画に定められた事業者 

主治医・医療機関 

3  使⽤する期間 

       契約締結から契約終了まで 

4  条 件                                                                     

（１） 個⼈情報保護法に伴い個⼈情報の提供は必要最⼩限とし、提供に当たっては関係者以
外の者に漏れることのないよう細⼼の注意を払うこと。 

（２） 個⼈情報を使⽤した会議、相⼿⽅、内容等の経過を記録しておくこと。       

５ その他 

  個⼈情報提供先変更の場合は、通知すること。 

 

□個⼈情報使⽤の説明を受け個⼈情報使⽤に同意致します。 

 



（利⽤者）       ⽒名                               印   
  

（家族の代表者） ⽒名                                       印     

                             （本⼈との続柄）                   

                          （⾃署の場合印 

 

この契約を証するため、本書⼆通を作成し利⽤者、事業者が各⼀通を保有するものとします。 

契約締結⽇ 令和    年    ⽉ 
 ⽇  

  （利⽤者）    住所                                            

 

              ⽒名                                印  

      

（家族の代表者）住所                                       

 

          ⽒名                                         印  

                             （本⼈との続柄）                

                                               ※⾃書の場合 押印不要 
       （事業者）   所在地 東京都世⽥⾕区等々⼒4―27-16 ⽯井ビル1Ｆ  

 

事業者名  医療法⼈社団⽩寿会                 

 

理事⻑   和⽥ 博美                     印  

 

 （説明者） □宮前平訪問看護ステーション 

        □サテライト⼩杉リハセンター 

 



                                     印
                           

改定 令和6年4⽉1⽇ 

 

 

 

 

 


